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(54) Title: BATTERY COOLING STRUCTURE

(54) 発 明 の 名 称 ：バ ッテ リの 冷 却 構 造

(57) ADstract: According t o this battery cooling structure, because a aeform-
able heat-conducting sheet (21) i s sandwiched between a cooling surface
(14a) of a battery module (13) and a cooling plate (12), the heat-conducting
sheet (21) i s caused t o deform so as to prevent formation o f a gap between
the both components, whereby the cooling effect o f the battery module (13)
can be improved. I f the cooling plate (12), which being hollow, w ar s down
ward due t o the weight of the battery module (13), the heat-conducting sheet
(21) may become no longer able to b e sufnciently depressed t o deform at the
center side o f the cooling surface (14a) o f the battery module (13), and the
heat conductivity may become reduced due to a gap formed in said region.
However, because the heat-conducting sheet (21) i s formed thicker at the
center side than at the periphery side, the heat-conducting sheet (21) i s de
pressed to uniformly deform over the whole area in order to ensure the heat
conductivity.

(57) 要 約 ：バ ッテ リの 冷 却 構 造 に お い て 、 変 形 可 能 な伝 熱 シ一
ト （2 1 ) を バ ッ テ リモ ジ ュ ー ル （1 3 ) の 冷 却 面 （1 4
a ) と 冷 却 プ レー ト （1 2 ) と の 間 に 挟 持 す る の で 、 伝 熱
シー ト （2 1 ) を変 形 させ て 両 者 間 に 隙 間 が 発 生 す るの を 防
止 し、 バ ッテ リモ ジ ュー ル （1 3 ) の 冷 却 効 果 を高 め る こ と
が で き る 。 バ ッテ リモ ジ ュ ー ル （1 3 ) の 重 量 に よ って 中 空
の 冷 却 プ レー ト （1 2 ) が 下 向 き に 撓 む と 、 バ ッ テ リモ
ジ ュ ー ル （1 3 ) の 冷 却 面 （1 4 a ) の 中 央 部 側 で は 伝 熱
シー ト （2 1 ) が 充 分 に潰 れ 変 形 で きな くな り、 そ の 部 分 に
隙 間 が 発 生 して 熱 伝 導 性 が 低 下 す る 可 能 性 が あ る が 、 伝 熱
シー ト （2 1 ) は外 周 部 側 に 比 べ て 中央 部 側 の 肉 厚 が 大 き く
形 成 され る た め 、伝 熱 シー ト （2 1 ) を全 域 に お い て 均 等 に
潰 れ 変 形 させ て 熱伝 導 性 を確 保 す る こ とが で き る。
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明 細 書

発明の名称 ：バッテリの冷却構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、複数のバッテリセルを積層 したバッテリモジュールの冷却面と

冷却プレー 卜との間に圧力により変形可能な伝熱シー トを挟持 し、前記バッ

テリモジュールの熱を前記冷却面から前記伝熱シ一 卜を介 して前記冷却プレ

- 卜に伝達することで冷却を行ぅバッテリの冷却構造に関する。

背景技術

[0002] 内部を冷媒が流れる中空の冷却プレー 卜にバッテリモジュールの冷却面を

支持 し、バッテリモジュールの熱を冷却面から冷却プレー 卜に伝達 して冷却

を行う場合、何れも剛体であるバッテリモジュールの冷却面と冷却プレー 卜

との間に微小な隙間が発生することが避けられないため、その隙間によって

冷却面と冷却プレー 卜との間の熱伝導が妨げられてバッテリモジユールの冷

却性能が低下する問題がある。

[0003] この問題を解決するために. バッテリモジュールの冷却面と冷却プレー ト

との間に熱伝導性に優れた変形可能な伝熱シー トを挟持 し、伝熱シー 卜の変

形によってバッテリモジュ一ルの冷却面と冷却プレー トとの間の隙間を消滅

させ、冷却面から冷却プレー 卜への熱伝達を促進することでバッテリモジュ

—ルの冷却性能を高めるものが、下記特許文献 1 により公知である。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：日本特開 2 0 - 3 4 7 7 5 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] ところで、上記特許文献 1 に記載されたものは、冷却プレー 卜が中空に形

成されていて内部を冷媒が流れるため、バッテリモジュールの重量が加わる

冷却プレー 卜の上面が下向きに凸に湾曲してしまう可能性がある。このよう



に冷却 プ レー 卜の上面 が湾 曲す る と、 バ ッテ リモジ ュール の冷却面 の外周部

で は冷却 プ レー 卜との距離 が小 さ くな って伝 熱 シ一 卜が充分 に潰 れ変形 す る

が、 バ ッテ リモジ ュール の冷却面 の 中央部 で は冷却 プ レー 卜との距離 が大 き

くな って伝 熱 シ一 卜が充分 に潰 れ変形 す る ことがで きず、 その 中央部 におい

て冷却面 と伝 熱 シ一 卜との間、 あ るいは伝 熱 シ一 卜と冷却 プ レー 卜との間 に

隙 間が発 生 し、 熱伝導性 が損 なわれ てバ ッテ リモジ ュール の冷却効 果 が低 下

す る可能性 があ る。

[0006] 本発 明 は前 述 の事情 に鑑 み てな され た もので、 バ ッテ リモジ ュール お よび

冷却 プ レー 卜間 に挟 持 され る伝 熱 シー トを均 一 に変形 させ て熱伝導性 を確保

す る ことを 目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[0007] 上記 目的 を達成 す るため に、 本発 明 によれ ば、複数 のバ ッテ リセル を積 層

したバ ッテ リモジ ュ一ル の冷却面 と冷却 プ レー 卜との間 に圧 力 によ り変形 可

能 な伝 熱 シ一 卜を挟 持 し、前 記バ ッテ リモジ ュール の熱 を前 記冷却面 か ら前

記伝 熱 シ一 卜を介 して前 記冷却 プ レ一 卜に伝 達 す る ことで冷却 を行 うバ ッテ

リの冷却構 造 において、前 記冷却 プ レー 卜は冷媒 が流 れ る冷媒通路 が形成 さ

れ た 中空 の部 材 であ り、前 記伝 熱 シー 卜は外周部側 に比べ て 中央部側 の 肉厚

が大 き く形成 され る ことを第 1 の特徴 とす るバ ッテ リの冷却構 造 が提 案 され

る。

[0008] また本発 明 によれ ば、前 記 第 1 の特徴 に加 えて、前 記伝 熱 シー トは外周部

側 お よび 中央部側 に溝 を備 え、前 記 中央部側 の溝 の幅 は前 記外周部側 の溝 の

幅 よ りも小 さい ことを第 2 の特徴 とす るバ ッテ リの冷却構 造 が提 案 され る。

[0009] 尚、 実施 の形 態 の位 置決 め溝 2 b は本発 明の溝 に対応 す る。

発明の効果

[001 0] 本発 明の第 1 の特徴 によれ ば、 冷却 プ レー 卜にバ ッテ リモジ ュール を支持

す る際 に、 圧 力 によ り変形 可能 な伝 熱 シ一 卜をバ ッテ リモジ ュール の冷却面

と冷却 プ レー 卜との間 に挟 持 す るので、伝 熱 シ一 卜を変形 させ てバ ッテ リモ

ジ ュール の冷却面 と冷却 プ レー 卜との間 に隙 間が発 生 す るの を防止 し、 バ ッ



テ リモジュールの熱を冷却面から伝熱シー トを介 して冷却プレー 卜に効率的

に伝達 してバ ッテ リモジュ一ルの冷却効果を高めることができる。冷却プレ

- 卜は冷媒が流れる冷媒通路が形成された中空の部材であるため、バ ッテ リ

モジュールの重量によって冷却プレー 卜が下向きに撓むと、ノくッ テ リモジュ

—ルの冷却面の外周部側では冷却プレー 卜との距離が小さくなって伝熱シ一

卜が充分に潰れ変形するが、バ ッテ リモジュールの冷却面の中央部側では冷

却プレー 卜との距離が大きくなつて伝熱シ一 卜が充分に潰れ変形できな くな

り、その部分に隙間が発生 して伝熱性が低下する可能性がある。 しか しなが

ら、伝熱シ一 卜は外周部側に比べて中央部側の肉厚が大きく形成されるため

、伝熱シ一 卜を全域において均等に潰れ変形させることが可能になり、バ ッ

テ リモジュールの冷却面と伝熱シ一 卜との間、あるいは冷却プレー 卜と伝熱

シ一 卜との間に隙間が発生するのを防止 して熱伝導性を確保することができ

る。また冷却プレー 卜が下向きに撓むと、そこに支持されたバ ッテ リモジュ

—ルの中央部も下向きに橈もうとするが、伝熱シ一 卜の中央部側の肉厚を大

きくすることで、その部分の上向きの反力を増加させてバ ッテ リモジュール

の橈みを防止することができる。

[001 1] また本発明の第 2 の特徴によれば、伝熱シ一 卜の中央部側の溝の幅は伝熱

シ一 卜の外周部側の溝の幅よりも小さいので、伝熱シ一 卜の中央部側を変形

し難 くして上向きの反力を増加させ、その反力でバ ッテ リモジュールの橈み

を一層確実に防止することができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 図 1 はバ ッテ リモジュールの斜視図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図2] 図 2 はバ ッテ リモジュールの分解斜視図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図3] 図 3 は上下反転 したバ ッテ リモジュールの斜視図である。 （第 1 の実施

の形態）

[ 図4 ] 図 4 は図 3 の 4 部拡大図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図5] 図 5 は図 4 の 5 _ 5 線断面図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図6] 図 6 は図 4 の 6 — 6 線断面図である。 （第 1 の実施の形態）



[ 図7] 図 7 は伝熱シー トの形状を示す図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図8] 図 8 は図 2 の 8 方向矢視図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図9] 図 9 は図 5 に対応する作用説明図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図10] 図 1 0 は図 6 に対応する作用説明図である。 （第 1 の実施の形態）

[ 図11] 図 1 1 は位置決め孔の他の実施の形態を示す図である。 （第 2 〜第 4

の実施の形態）

符号の説明

[001 3] 冷却プレー 卜

1 c 冷媒通路

3 バッテ リモジュール

4 ノくッ テ リセル

4 a 冷却面

伝熱シ一 卜

b 位置決め溝 （溝）

発明を実施するための形態

[0014] 以下、図 1 〜図 1 1 に基づいて本発明の実施の形態を説明する。

[001 5] 図 1 および図 2 に示すように、電気自動車に搭載されるバッテ リパック 1

1 は、冷却プレー ト1 2 上に複数のバッテ リモジュール 1 3 を支持 して構

成されるもので、図 1 および図 2 には冷却プレー ト1 2 の一部と、 2 個のバ

ッテ リモジュール 1 3 ， 3 とが示されている。本実施の形態では 2 個のバ

ッテ リモジュール 1 3 ， 3 が一体化されているが、各々のバッテ リモジュ

—ル 1 3 の構造は実質的に同一である。

[001 6] バッテ リモジュール 1 3 は、各々が直方体をなす複数個 （実施の形態では

1 2 個）のバッテ リセル 1 4 を合成樹脂製の中間ホルダ 1 5 を挟んで積

層するとともに、積層方向両端に位置する 2 個のバッテ リセル 1 4 ， 1 4 の

外側にそれぞれ合成樹脂製の端部ホルダ 1 6 ， 6 を積層 して構成される。

[001 7] 図 3 〜図 6 に示すように、水平断面が H 字状に形成された中間ホルダ 1 5

は、隣接する 2 個のバッテ リセル 1 4 ， 1 4 に挟持される板状のホルダ本体



部 1 5 a と、 ホル ダ本体部 1 5 a の左右両側縁 か ら積層方向両側 に張 り出す

—対の側部 フランジ 1 5 b ， 1 5 b と、 ホル ダ本体部 1 5 a の下縁 か ら積層

方向両側 に張 り出す下部 フランジ 1 5 c とを備 えてお り、隣接 する中間ホル

ダ 1 5 の側部 フランジ 1 5 b どう しが嚙み合 うことで、 それ らの中間ホ

ル ダ 1 5 の相互の位置関係 が規制 され、結果的に複数 のバ ッテ リセル 1 4

の相互の位置関係 が規制 され る。下部 フ ラ ンジ 1 5 c の幅 は側部 フ ラ ンジ

5 b , 5 b の幅 よ りも小 さ く、隣接 する中間ホル ダ 1 5 の側部 フラン

ジ 1 5 b どう しが嚙み合 った状態でも、下部 フランジ 1 5 c どう しは嚙

み合わず、 その間にバ ッテ リセル 1 4 の下面 （後述する冷却面 1 4 a ) が

露 出する。

[001 8] 水平断面が コ字状 に形成 された端部 ホル ダ 1 6 は、積層方向外端 に位置す

るバ ッテ リセル 1 4 の外面 に当接 する板状 のホル ダ本体部 1 6 a と、 ホル ダ

本体部 1 6 a の左右両側縁 か ら積層方向内側 に張 り出す一対の側部 フランジ

1 6 b ， 1 6 b とを備 えてお り、 それ らの側部 フランジ 1 6 b ， 1 6 b が隣

接 する中間ホル ダ 1 5 の側部 フランジ 1 5 b ， 1 5 b と嚙み合 うことで、全

ての中間ホル ダ 1 5 および端部 ホル ダ 1 6 ， 6 の位置関係 が規制 され る

[001 9] 図 1 および図 2 に戻 り、各バ ッテ リモジュール 1 3 の一対の端部 ホル ダ 1

6 , 1 6 の積層方向外面 に一対のエ ン ドプ レー ト1 7 ， 1 7 が重ね合わ され

、 それ ら一対のエ ン ドプ レー ト1 7 ， 7 を締結バ ン ド1 8 で締結 すること

で、 1 2 ィ固のノくッ テ リセル 1 4 ··· 、 1 個 の中間ホル ダ 1 5 および 2 個 の

端部 ホル ダ 1 6 ， 6 が強固に一体化 され る。 尚、 2 個 のバ ッテ リモジュ一

ル 1 3 ， 1 3 に対 して 2 本の締結バ ン ド1 8 ， 1 8 が共有 され る。 またバ ッ

テ リセル 1 4 ··· 、 中間ホル ダ 1 5 および端部 ホル ダ 1 6 ， 6 の当接面 は

接着剤 によ り固定 され る。

[0020] バ ッテ リモジュール 1 3 の上面 には図示 しない複数 のバ スバ一を保持 した

バ スバ一 プ レー ト1 9 が固定 されてお り、 このバ スバ一 プ レー ト1 9 によつ

て各バ ッテ リセル 1 4 の端子 どう しが電気的に接続 され る。 そ して並置 さ



れた 2 個のバ ッテ リモジュール 1 3 ， 3 の上面が共通の合成樹脂製のカバ

- 2 0 で覆われる。

[0021 ] テ リモジュール 1 3 を構成する 1 2 ィ固の テ リセル 1 4 の下面は

、即ちバ ッテ リモジュール 1 3 の下面は、冷却 プレ一 卜1 2 の上面に対向

する冷却面 1 4 a ' - (図 3 〜図 6 参照）を構成 してお り、 これ らの冷却面 1

4 a と冷却 プレー ト1 2 の上面 との間に 1 枚の矩形状の伝熱シ一 卜2 1 が

挟持される。伝熱シー ト2 の材質は熱伝導性 に優れた合成樹脂 （例えば、

シ リコーンゴム）であ り、圧力が加わると押 し潰されて任意の形状 に変形可

能である。 また伝熱シ一 卜2 1 は表面がベタつ く特性 （粘着性）を有 してい

る。

[0022] 伝熱シ一 卜2 の下面 と冷却 プレー 卜1 2 の上面 との間には絶縁シ一 卜2

2 が配置される。絶縁シ一 卜2 2 は、非導電性および撥水性 を有する P P (

ポ リプロピレン）や P P S (ポ リフエ二 レンサル ファイ ド）等の合成樹脂製

であって、底壁部 2 2 a とそこか ら立ち上がる側壁部 2 2 b とを有する浅

い トレ一状 に構成 されてお り、その内部 にバ ッテ リモジュール 1 3 の下部が

嵌合する。従 って、伝熱シ一 卜2 1 の上面はバ ッテ リセル 1 4 の冷却面 1

4 に当接 し、伝熱シ一 卜2 の下面は絶縁シ一 卜2 2 の上面に当接するこ

とになる。絶縁シ一 卜2 2 の肉厚は極めて薄いため、殆 ど熱伝達の妨げにな

ることはない。

[0023] 冷却 プレー ト1 2 は熱電導性 に優れた金属製の中空部材であって、上壁部

2 a および下壁部 1 2 b 間に冷媒 （例えば、冷却空気）が流れる冷媒通路

1 c が区画される。冷却 プレー 卜1 2 の冷媒通路 1 2 c には図示せぬ冷却

ファンにより吸い込 まれた冷却空気が流れてお り、 テ リセル 1 4 の冷

却面 1 4 か ら伝熱シ一 卜2 および絶縁シ一 卜2 2 を介 して上壁部 1 2 a

に伝達された熱が冷却空気 との間で熱交換することで、バ ッテ リセル 1 4 ー

の冷却が図 られる。

[0024] 図 7 に示すように、伝熱シ一 卜2 1 はバ ッテ リセル 1 4 の積層方向に長

辺を有 し、それ と直交する方向に短辺を有する矩形状のシ一 卜であ り、その



厚さは短辺に沿って一定であるが、長辺に沿って変化 している。即ち、伝熱

シ一 卜2 1 は長辺方向中央部の厚さT が大きく （例えば、 4 . 1 m m) 、

長辺方向両端部の厚さT 2 が小さく （例えば、 3 . 1 m m) 、その間で連続

的に変化 している。

[0025] また伝熱シ一 卜2 には、合計 2 2 個の位置決め孔 2 a が長辺方向に

沿って 2 列に形成される。隣接する一対のバッテ リセル 1 4 ， 1 4 に挟まれ

た中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c の下面に、それぞれ 2 個の位置決め

孔 2 1 a ， 2 1 a が対向する。位置決め孔 2 a の形状は正方形状であるが

、その角部は丸みが持たされている。下部フランジ 1 5 c の幅は位置決め孔

a , 2 1 a の幅よりも小さく、従って位置決め孔 2 1 a ， 2 1 a を通 し

て下部フランジ 1 5 c の両側縁を目視することができる。

[0026] 伝熱シ一 卜2 1 の上面、つまりバッテ リセル 1 4 の冷却面 1 4 a に対

向する面には、短辺と平行に延びる合計 1 1本の位置決め溝 2 1 b が形成

される。本実施の形態では、各位置決め溝 2 1 b の上にそれぞれ 2 個の位置

決め孔 2 a , a が重なっている。中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1

5 c はノくッテ リセル 1 4 の冷却面 1 4 a から下方に突出しており、こ

れらの下部フランジ 1 5 c が位置決め溝 2 1 b に嵌合する。 1 1本の位

置決め溝 2 b は、伝熱シ一 卜2 の厚さが大きい部分 （長辺方向中央部

) で幅W 1 が小さく、伝熱シー ト2 1 の厚さが小さい部分 （長辺方向両端部

) で幅W 2 が大きくなるように、段階的に差が持たされている。

[0027] 伝熱シ一 卜2 1 の上面には、バッテ リセル 1 4 の冷却面 1 4 a の中央

部に沿って合計 1 2 本の第 1 エア抜き溝 2 c が形成される。従って、 1

1本の位置決め溝 2 1 b と 1 2 本の第 1 エア抜き溝 2 1 c とは、相互に

平行に、かつ交互に形成されることになる。また伝熱シ一 卜2 1 の下面には

、位置決め溝 2 b および第 1 エア抜き溝 2 c の中間位置に沿うよう

に、各 2 本の第 2 エア抜き溝 2 1 d が合計 2 4 本形成される。 1個のバッ

テ リセル 1 4 の冷却面 1 4 a には 2 本の第 2 エア抜き溝 2 1 d ， 2 1 d が対

向 しており、かつ第 2 エア抜き溝 2 d の位置は、位置決め溝 2 b の



位置および第 1 エア抜 き溝 2 c の位置 と重な らないように長辺方向にず

れている。第 2 エア抜 き溝 2 1 d の断面積は、第 1 エア抜 き溝 2 1 c の

断面積よりも大きく設定されている。

[0028] 位置決め溝 2 第 1 エア抜 き溝 2 c および第 2 エア抜 き溝 2

d の両端部は、伝熱シ一 卜2 の一対の長辺に達 して開口 している。

[0029] 中間ホルダ 1 5 および端部ホルダ 1 6 ， 6 の下端には、バ ッテ リセル

1 4 の冷却面 1 4 a か ら下方に延び、かつ冷却面 1 4 a 側 に回 り込む

ように突出する突壁部 1 5 d ， 6 c , 1 6 c が全周に亙 って形成される

。 これ らの突壁部 1 5 d ， 6 c , 1 6 c は伝熱シ一 卜2 1 の外周を若干

の隙間 (図 4 〜図 6 参照）を存 して囲むように形成され、その冷却面 1 4

a か らの下向きの突出高さは伝熱シ一 卜2 の厚さよりも小さく設定され

る。

[0030] 図 3 および図 8 に示すように、絶縁シ一 卜2 2 の一対の長辺に対応する側

壁部 2 2 b ， 2 2 b の上縁には各 3 個の係止部 2 2 c が突設されており、

中央の 2 個の係止部 2 2 C , 2 2 c には長辺方向の長さが短い係止孔 2 2 d

， 2 2 d が形成され、両端の 4 個の係止部 2 2 c には長辺方向の長さが長

い係止孔 2 2 e 2 2 e が形成される。一方、前記係止部 2 2 c の位置に

対応する 3 個の中間ホルダ 1 5 の両側面には、絶縁シ一 卜2 2 の係止孔 2

d , 2 2 d , 2 2 e に係合可能な係止突起 1 5 e が突設される。

[0031 ] 次 に、上記構成を備えた本発明の実施の形態の作用を説明する。

[0032] 図 3 に示すように、一体化された 2 個のバ ッテ リモジュール 1 3 ， 1 3 の

組み立てが完了 した後に、各々のバ ッテ リモジュール 1 3 のバ ッテ リセル 1

4 の冷却面 1 4 a に伝熱シ一 卜2 を位置決め し、その粘着性を利用 し

て冷却面 1 4 a に貼 り付ける。 このとき、伝熱シ一 卜2 を貼 り付ける位

置を誤 って しまうと、それを引き剥がす際に柔軟な伝熱シー ト2 が破損す

る可能性があるため、伝熱シ一 卜2 を一度で正 しい位置に貼 り付ける必要

がある。

[0033] そのために、作業者は伝熱シ一 卜2 の位置決め孔 2 a を通 してバ ッ



テ リセル 1 4 の冷却面 1 4 a 、つまりバッテ リモジュール 1 3 の冷却面

4 a に露出する中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c を目視 しなが

ら、それらの下部フランジ 1 5 c が位置決め孔 2 1 a の中央部に位置す

るように、伝熱シ一 卜2 を冷却面 1 4 a に位置決め して貼 り付ける （図

4 参照）。位置決め孔 2 a は複数個設けられており、かつ冷却面 1 4 a

の全体に分布 しているため、伝熱シ一 卜2 の位置決め精度は極めて高い

ものとなる。このとき、下部フランジ 1 5 c の幅は位置決め孔 2 1 a , 2 1

a の幅よりも小さいため、位置決め孔 2 a , a を通 して下部フランジ

1 5 c の両側縁を目視することができ、これにより伝熱シ一 卜2 の位置決

め精度が更に高められる。

[0034] 図 4 〜図 6 から明らかなように、伝熱シ一 卜2 1 を貼 り付けるとき、バッ

テ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a に突出する中間ホルダ 1 5 の下部フ

ランジ 1 5 c が邪魔になるが、伝熱シ一 卜2 の上面に形成 した位置決め

溝 2 b に下部フランジ 1 5 c を嵌合させることで、伝熱シ一 卜2 1 の

貼 り付けを支障なく行うことができる。このとき、位置決め溝 2 1 b およ

び下部フランジ 1 5 c を嵌合させることで、伝熱シ一 卜2 が物理的に位

置決めされるため、位置決め精度が更に向上する。また伝熱シ一 卜2 1 を貼

り付けた状態で、その伝熱シ一 卜2 1 の外周とバッテ リモジュール 1 3 の中

間ホルダ 1 5 および端部ホルダ 1 6 ， 1 6 の突壁部 1 5 d ， 6 c ,

6 c との間に隙間 が形成されるため、伝熱シ一 卜2 の貼 り付け位置が僅

かにずれたような場合でも、伝熱シ一 卜2 が突壁部 1 5 d ， 6 c ,

6 c と干渉することはない。

[0035] また位置決め孔 2 1 a の角部には丸みが付けられているため、万一伝熱

シ一 卜2 1 の貼 り付け位置がずれて貼 り直 しを行う場合でも、位置決め孔 2

a の角部に応力が集中して伝熱シ一 卜2 が破れるといった事態を回避

することができる。

[0036] 伝熱シ一 卜2 をバッテ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a に貼 り付ける

とき、伝熱シ一 卜2 の上面とバッテ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a と



の間にエアが閉 じ込められると、そのェァの部分で伝熱シ一 卜2 1 が冷却面

1 4 a に密着できなくなり、エアが断熱層になって熱伝導性が低下する可

能性があるが、伝熱シ一 卜2 の上面には複数の第 1 エア抜き溝 2 c が

設けられているため、閉 じ込められたエアを第 1 エア抜き溝 2 1 c を介 し

て外部に排出することで、伝熱シ一 卜2 を冷却面 1 4 a に密着させて熱

伝導性を高めることができる。このとき、位置決め溝 2 1 b もエア抜き溝

として機能することは言うまでもない。

[0037] 上述のようにしてバッテ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a に伝熱シ一 卜2

1 が貼 り付けられると、図 1、図 3 および図4 に示すように、バッテ リモジ

ユール 1 3 の下部を トレ一状の絶縁シ一 卜2 2 に嵌合 し、絶縁シ一 卜2 2 の

6 個の係止部 2 2 c の係止孔 2 2 d ， 2 2 d , 2 2 e を、 3 個の中間ホ

ルダ 1 5 の側部フランジ 1 5 b の 6 個の係止突起 1 5 e に係止するこ

とで、絶縁シ一 卜2 2 がバッテ リモジュール 1 3 から落下 しないように一体

化する。係止孔 2 2 d ， 2 2 d , 2 2 e を係止突起 1 5 e に係合する作

業は、絶縁シ一 卜2 2 が薄肉で自由に変形可能であるために容易である。

[0038] テ リモジュール 1 3 は 1 2 ィ固の テ リセル 1 4 を積層 して構成さ

れるため、公差の累積によって中間ホルダ 1 5 の側面の 6 個の係止突起 1

5 e の間隔 D (図 3 および図 8 参照）にバラツキが発生することが避けら

れない。 しか しながら、絶縁シ一 卜2 2 の長辺方向中央の 2 個の係止孔 2 2

d , 2 2 d をバッテ リモジュール 1 3 の長辺方向中央の 2 個の係止突起 1 5

e ， 5 e に係合 した後に、絶縁シ一 卜2 2 の長辺方向両端の4 個の係止孔

2 2 e をバッテ リモジュール 1 3 の長辺方向両端の4 個の係止突起 1 5 e

に係合するときに、その長辺方向両端の4 個の係止孔 2 e の幅は対応

する4 個の係止突起 1 5 e の幅よりも大きく設定されているので、前記係

止突起 1 5 e の間隔にバラツキ存在 しても、係止孔 2 2 d ， 2 2 d , 2 2

e および係止突起 1 5 e の係合作業をスムーズに行うことができる。

[0039] 本実施の形態では、長辺方向中央の 2 個の係止孔 2 2 d ， 2 2 d を基準と

して絶縁シ一 卜2 2 を位置決めすることで、 テ リセル 1 4 の厚さ公差



の累積 を二つの方向に分散 させ、長辺方向両端の 4 個の係止孔 2 2 e と対

応する 4 個の係止突起 1 5 e との位置ずれを最小限に抑えることができる

。仮に、長辺方向一端の 2 個の係止孔 2 2 e ， 2 2 e を基準 と して絶縁シ一

卜2 2 を位置決めすると、長辺方向他端の 2 個の係止孔 2 2 e ， 2 2 e と対

応する 2 個の係止突起 1 5 e ， 5 e との位置ずれは、実施の形態の 2 倍に

拡大することになる。

[0040] 上述のように してバ ッテ リモジュール 1 3 に絶縁シ一 卜2 2 が装着 される

と、図 1 に示すように、 ノく' ッテ リモジュール 1 3 を冷却 プレー ト1 2 の上壁

部 1 2 a に載置 し、ェン ドブレ一 卜1 7 の取付 フランジ 1 7 a を貫通す

るボル ト2 3 で冷却 プレー ト1 2 の取付ボス 1 2 d に固定する。その結

果、図 9 および図 1 0 に示すように、伝熱シ一 卜2 にバ ッテ リモジュール

1 3 の重量が加わることで、伝熱シ一 卜2 が上下方向に圧縮 されて押 し潰

され、伝熱シ一 卜2 1 の上面およびバ ッテ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a

間の隙間と、伝熱シ一 卜2 の下面および冷却 プレー 卜1 2 の上壁部 1 2

a 間の隙間とが消滅 し、 ノく ッ テ リモジュール 1 3 か ら冷却 プレー ト1 2 への

熱伝達が効率良 く行われることで、バ ッテ リモジュール 1 3 の冷却性能が向

上する。

[0041 ] 尚、伝熱シ一 卜2 1 の下面 と冷却 プレー ト1 2 の上壁部 1 2 a との間には

絶縁シ一 卜2 2 の底壁部 2 2 a が介在するが、絶縁シ一 卜2 2 は極めて薄い

合成樹脂製であって容易に変形可能であるため、絶縁シ一 卜2 2 が介在する

ことで熱伝達を妨げる隙間が発生することはない。

[0042] また伝熱シ一 卜2 の下面 と冷却 プレー 卜1 2 の上壁部 1 2 a との間、厳

密には伝熱シ一 卜2 の下面 と絶縁シ一 卜2 2 の上面 との間にエアが閉 じ込

め られると、そのエアによって伝熱シ一 卜2 1 が冷却 プレー ト1 2 の上壁部

1 2 a に密着できな くな り、エアが断熱層になって熱伝導性が低下する可能

性があるが、伝熱シ一 卜2 の下面には複数の第 2 エア抜 き溝 2 d が設

けられているため、挟み込 まれたエアを第 2 エア抜 き溝 2 1 d を介 して外

部 に排出することで、伝熱シ一 卜2 1 を冷却 プレー ト1 2 の上壁部 1 2 a に



密着させて熱伝導性を高めることができる。

[0043] 伝熱シ一 卜2 1 が上下方向に圧縮されて押 し潰されると、伝熱シ一 卜2 1

の外周は外側に向かって広がろうとするが、伝熱シー ト2 1 の外周には隙間

を介 して中間ホルダ 1 5 および端部ホルダ 1 6 ， 6 の突壁部 1 5 d · ·

， 6 c , 1 6 c が対向するため、突壁部 1 5 d ， 6 c , 1 6 c に塞き

止められて伝熱シ一 卜2 の外周がバッテ リモジュール 1 3 の外周から外側

にはみだすことが防止される。突壁部 1 5 d ， 6 c , 6 c によって外

側への広がりが阻止された伝熱シ一 卜2 は位置決め孔 2 a を押 し縮め

るように内側に広がり、位置決め孔 2 1 a の開口面積を縮小する。

[0044] 元々、位置決め孔 2 a は冷却面 1 4 a からの熱伝達を阻害 しないよ

うに中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c に対応する位置に設けられて

いるが、上述のようにして位置決め孔 2 1 a の開口面積が縮小 し、中間ホ

ルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c の両側に露出する冷却面 1 4 a が伝熱

シ一 卜2 1 により覆われることで、位置決め孔 2 a を設けたことによる

熱伝導性の低下を最小限に抑えることができる。

[0045] 位置決め孔 2 a と同様に、位置決め溝 2 b 、第 1 エア抜き溝 2

c および第 2 エア抜き溝 2 1 d も押 し潰されて消滅 し、あるいは断面積

が縮小するため、位置決め溝 2 第 1 エア抜き溝 2 c および第 2

エア抜き溝 2 d を設けたことによる熱伝導性の低下を最小限に抑えるこ

とができる。

[0046] また伝熱シ一 卜2 の下面は全域で冷却プレー 卜1 2 の上壁部 1 2 a に当

接するが、伝熱シ一 卜2 の上面は中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c

の部分が冷却面 1 4 a に当接 しないため、上面の熱伝達面積は下面の熱

伝達面積よりも小さくなって熱伝導性が低下する問題がある。 しか しながら

本実施の形態によれば、伝熱シ一 卜2 の上面の第 1 エア抜き溝 2 c は

断面積が小さいために潰れ変形によって完全に消滅する反面、伝熱シ一 卜2

の下面の第 2 エア抜き溝 2 d は断面積が小さいために潰れ変形によつ

て完全に消滅することはなく、残留 した第 2 エア抜き溝 2 1 d の分だけ下



面の熱伝達面積が小さくなる。その結果、伝熱シ一 卜2 の上面の熱伝達面

積と下面の熱伝達面積とを均一化 して熱伝導性の低下を防止することができ

る。

[0047] また伝熱シ一 卜2 の上面の位置決め溝 2 b および第 1 エア抜き溝 2

1 c と、伝熱シ一 卜2 1 の下面の第 2 エア抜き溝 2 1 d とは平面視で交

差 しないように平行に配置され、かつ上下方向に重ならないようにオフセッ

卜して配置されるので、それらが交差 したり上下方向に重なったりして伝熱

シ一 卜2 1 の肉厚が局部的に小さくなるのを防止することができる。

[0048] また伝熱シ一 卜2 が押 し潰されたとき、伝熱シ一 卜2 の位置決め溝 2

b と中間ホルダ 1 5 の下部フランジ 1 5 c との間の空間は消滅する

が、そこに空間が残存 していても良い。なぜならば、この空間は下部フラン

ジ 1 5 c に対向するために伝熱シ一 卜2 の熱伝導性に影響を与えること

はなく、 しかも前記空間によって伝熱シ一 卜2 1 の上面と冷却面 1 4 a と

の間の面圧を増加させ、その部分に隙間が発生するのを防止できるからであ

る。

[0049] ところで、冷却プレー 卜1 2 は内部に冷媒通路 1 2 c が区画された中空の

部材であるため、バッテ リモジュール 1 3 の重量が加わると上壁部 1 2 a が

下向きの弧状に橈んで しまい、バッテ リモジュール 1 3 の冷却面 1 4 a の

長辺方向両端部と上壁部 1 2 a との距離に対 して、バッテ リモジュール 1 3

の冷却面 1 4 a の長辺方向中央部と上壁部 1 2 a との距離が大きくなつて

しまう。その結果、仮に伝熱シ一 卜2 1 の厚さが均一であるとすると、伝熱

シー ト2 1 の長辺方向中央部の面圧が低 くなつて充分に潰れ変形できなくな

り、その部分に隙間が発生 して熱伝導性が低下する虞がある。

[0050] しか しながら本実施の形態によれば、図 7 に示すように、伝熱シ一 卜2 1

の厚さを長辺方向中央部で大きくし、長辺方向両端部で小さくしたので、冷

却プレー ト1 2 の上壁部 1 2 a が下向きの弧状に橈んでも、伝熱シー ト2

の全域に均等な面圧を作用させて長辺方向中央部を長辺方向両端部と同様に

押 し潰すことで、隙間の発生を防止 して熱伝導性の低下を回避することがで



きる。

[0051 ] また冷却 プレー ト1 2 の上壁部 1 2 a が下向きの弧状 に撓むと、その上壁

部 1 2 a に支持されたバ ッテ リモジュール 1 3 も長辺方向中央部が下向きの

弧状 に橈 もうとするが、伝熱シ一 卜2 の長辺方向中央部の厚 さを大 きくし

たことで、バ ッテ リモジュール 1 3 の長辺方向中央部 を上向きに押 し上げる

反力荷重を増加させ、バ ッテ リモジュール 1 3 の橈みを抑制することができ

る。それに加えて、図 7 に示すように、伝熱シ一 卜2 1 の上面に設けられた

複数の位置決め溝 2 1 b は、長辺方向中央部寄 りのものほど溝幅が小さ く

形成 されているため、伝熱シー ト2 の長辺方向中央部が潰れ難 くなつて上

向きの反力荷重が増加することで、バ ッテ リモジュール 1 3 の橈みを一層確

実に抑制することができる。

[0052] さて、バ ッテ リセル 1 4 は充電や放電によって温度上昇 し、充電や放電

の停止により温度低下するが、温度低下に伴 って空気中に水分が結露 してバ

ッテ リモジュール 1 3 の表面に付着する。 この結露水が重力で下方に流れて

冷却 プレー ト1 2 に達すると、バ ッテ リセル 1 4 の電極が冷却 プレー ト1

に電気的に導通する地絡が発生する虞がある。

[0053] しか しなが ら本実施の形態によれば、伝熱シ一 卜2 の下方に配置された

絶縁シ一 卜2 2 は、底壁部 2 2 a の外周か ら起立する側壁部 2 2 b を備え

て 卜レ一状 に形成 されるため、その内部 に結露水を保持 して冷却 プレー 卜1

2 への流出を阻止 し、地絡の発生を確実に阻止することができる。 また絶縁

シ一 卜2 2 は撥水性の素材で構成 されているため、その表面に付着 した結露

水が独立 した水滴状 になることで、バ ッテ リモジュール 1 3 と冷却 プレー ト

2 とが電気的に導通するのを更に効果的に防止することができる。

[0054] 以上、本発明の実施の形態を説明 したが、本発明はその要旨を逸脱 しない

範囲で種 々の設計変更を行 うことが可能である。

[0055] 例 えば、実施の形態では伝熱シ一 卜2 の厚 さを長辺方向中央部で厚 くし

て短辺方向で一定に しているが、短辺方向中央部で厚 くして長辺方向で一定

に した り、長辺方向中央部および短辺方向中央部の両方で厚 くしても良い。



要するに、前記伝熱シー ト2 1 の厚 さは、 その外周部側 に比べて中央部側で

厚 くな つていれば良い。



請求の範囲

[ 請求項 1] 複数 のバ ッテ リセル （1 4 ) を積層 したバ ッテ リモジュール （1 3

) の冷却面 （1 4 a ) と冷却 プ レー ト （1 2 ) との間に圧力によ り変

形可能な伝熱シ一 卜 （2 1 ) を挟持 し、前記バ ッテ リモジュール （1

3 ) の熱 を前記冷却面 （1 4 a ) か ら前記伝熱シ一 卜 （2 1 ) を介 し

て前記冷却 プ レー ト （1 2 ) に伝達することで冷却 を行 うバ ッテ リの

冷却構造 において、

前記冷却 プ レー ト （1 2 ) は冷媒が流れる冷媒通路 （1 2 c ) が形

成 された中空の部材であ り、前記伝熱シー ト （2 1 ) は外周部側 に比

ベて中央部側の肉厚が大 きく形成 されることを特徴 とするバ ッテ リの

冷却構造。

[ 請求項2] 前記伝熱シー ト （2 1 ) は外周部側 および中央部側 に溝 （2 1 b )

を備 え、前記中央部側の溝 （2 1 b ) の幅 は前記外周部側の溝 （2

b ) の幅 よ りも小さいことを特徴 とする、請求項 1 に記載のバ ッテ リ

の冷却構造。
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